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地域移行支度経費支援事業
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交付申請書類【様式】
【神奈川県障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金交付要綱に基づく書類】
①　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金交付申請書
［第１号様式（第４条関係）］

②　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業計画書
［別紙（第１号様式関係）］

③　歳入歳出（収入支出）予算書抄本

④　口座振込申出書

⑤　委任状（口座名義人が法人代表者以外の場合）

※上記①～⑤までの申請様式について、以下順番に添付します。
（様式の後に記載例も添付してありますのでご確認ください）
上記のほかに、【地域移行支度経費支援事業実施要領】に基づき、
⑥　地域移行計画書（別紙３）

を添付して申請する必要があります。
　　第１号様式（第４条関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

平成２２年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金交付申請書

年　　月　　日

　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成２２年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業について、補助金の交付を受けたいので関係書類を添えて申請します。

　１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　
　
２　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業計画書　（別紙）

３　添付書類

　（１）歳入歳出（収入支出）予算書抄本
　（２）その他参考となる書類

別紙（第１号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

障害者自立支援対策臨時特例交付金事業計画書
（補助事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	補助事業名
	地域移行支度経費支援事業

	具体的な事業内容
	

	事業の着手日（予定）
	　平成　　年　　月　　日

	事業の完了日（予定）
	　平成　　年　　月　　日


（注1） 事業計画書は、実施する事業ごとに別葉に作成すること。

（注2） 補助事業名については、別表（第２条関係）に定める事業名のとおりに記入すること。

参考様式

平成２２年度歳入歳出（収入支出）予算書（見込）抄本

地域移行支度経費支援事業
事業所名
［　　　　　　　　　　　　　　　］
　　　収入　　県補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　自己負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　支出　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

口 座 振 込 申 出 書
平成　　年　　月　　日　　
　　 障害福祉課長　殿
                  　　　　　
                        　　　　法人所在地　　　　　　　　　　　　　　
                                法人名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印
	    銀   行   名
	　銀行

金庫

組合　　   　　　支店

	   eq \o\ad(ふりがな,　　　　　)
	

	口 座 名 義 人
	　

  

	口 座 の 種 類
	普　通・当　座

	
	
	口　座　番　号
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 ＊右詰め


平成　　年　　月　　日

障害サービス課長　殿

委　任　状

私は、　　（法人名）（事業所名）（職名）（氏名）　を代理人と定め、平成22年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業（地域移行支度経費支援事業）の受領に関する一切の権限を委任します。

　

　委　任　者　　　住　　所　　　

　　　　　　　　　法 人 名　　　

　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　受　任　者　　　住　　所　　　

　　　　　　　　　法 人 名　　　

　　　　　　　　　事業所名　　　　
　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

地域移行支度経費支援事業

交付申請書【記載例】
· 次の①～⑤までの申請様式について、以下順番に記載例を添付しますので、ご参照ください。

①　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金交付申請書

［第１号様式（第４条関係）］

②　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業計画書

［別紙（第１号様式関係）］

③　歳入歳出（収入支出）予算書抄本

④　口座振込申出書

⑤　委任状（口座名義人が法人代表者以外の場合）



　　第１号様式（第４条関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

平成２２年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金交付申請書

平成　　年　　月　　日

　　神奈川県知事　殿


○○法人△△会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　□□　□□　　印
平成２２年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業について、補助金の交付を受けたいので関係書類を添えて申請します。

　１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　３０，０００　円　
　
２　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業計画書　（別紙）

３　添付書類

　（１）歳入歳出（収入支出）予算書抄本
　（２）その他参考となる書類

別紙（第１号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）


障害者自立支援対策臨時特例交付金事業計画書

（補助事業者名：　○○法人△△会　　　　　　　）
	補助事業名
	地域移行支度経費支援事業

	具体的な事業内容
	○○園を退所し○○ケアホームに入居するため、次の物品を購入する。

· 寝具一式

· 衣装ケース

· つくえ



	事業の着手日（予定）
	　平成　　年　　月　　日

	事業の完了日（予定）
	　平成　　年　　月　　日


（注3） 事業計画書は、実施する事業ごとに別葉に作成すること。

（注4） 補助事業名については、別表（第２条関係）に定める事業名のとおりに記入すること。

参考様式

平成２２年度歳入歳出（収入支出）予算書（見込）抄本

地域移行支度経費支援事業

事業所名
［　○○園　　］
　　　収入　　県補助金　　　　　　　　　　　　　３０，０００　円
　　　　　　　自己負担金　　　　　　　　　　　　　　　７６５　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　３０，７６５　円

　　　支出　　地域移行のための支度経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０，７６５　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　３０，７６５　円



平成　年　月　日

上記のとおり原本に相違ないことを証明します。

　　　　　　　　　　

○○法人△△会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　□□　□□　　印

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

口 座 振 込 申 出 書
平成２２年　　月　　日　　
　　 障害サービス課長　殿
                  　　　　　
                        　　　　法人所在地　　○○市○○町○－○－○　
                                法人名　　　　○○法人○○会　　　　　

　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　理事長　○○○　　印
	    銀   行   名
	□□

　銀行

金庫

組合　　  ○○町　支店

	   eq \o\ad(ふりがな,　　　　　)
	まるまるほうじんまるまるかい　りじちょう　まるまるまる

	口 座 名 義 人
	　○○法人○○会　理事長　○○○

  

	口 座 の 種 類
	 
普　通・当　座

	
	
	口　座　番　号
	１
	１
	１
	１
	１
	１
	１
	

	
	 ＊右詰め



平成　　年　　月　　日


障害サービス課長　殿

委　任　状

私は、　　○○法人○○会　□□園　施設長　□□□　を代理人と定め、平成22年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業（地域移行支度経費支援事業）の受領に関する一切の権限を委任します。

　

　委　任　者　　　住　　所　　　○○市○○町○－○－○

　　　　　　　　　法 人 名　　　○○法人○○会

　　　　　　　　　代表者職・氏名　理事長　○○○○　　　　　　　　　印
　受　任　者　　　住　　所　　　△△市△△町△－△

　　　　　　　　　法 人 名　　　○○法人○○会

　　　　　　　　　事業所名　　　□□園

職・氏名　　　施設長　□□□　　　　　　　　　　印
�





�





記載例





法人名・代表者名を記載し、押印してください。





記載例





法人名を記載してください。





事業内容について記載してください。





着手日は「交付決定通知」の日より後の日付になります。


完了日は２３年３月３１日より前の日になる必要があります。





記載例





県補助金は上限３０，０００円です。


３０，０００円以上の場合は自己負担金に記入します。





事業所名を記載してください。





収入と支出の合計額は同額になります。





原本証明が必要です。


法人名・代表者名を記載し、押印してください。





必ずふりがなを記入してください。





口座名義人が法人代表者名ではない場合（例えば施設長名の場合等）は、委任状が必要になります。





口座名義人が法人代表者名ではない場合のみ、委任状を作成します。それ以外の場合は作成の必要はありません。








